
安来市空き家改修事業補助金交付要綱

令和４年３月８日

告示第４０号

（目的）

第１条 市は、市内に所在する空き家を有効活用し、移住及び定住の促進による地

域の活性化を図るため、空き家バンクに登録された空き家の改修を行う者に対し、

安来市空き家改修事業補助金（以下「補助金」という。）を交付するものとし、

その交付等については、安来市補助金等交付規則（平成１６年安来市規則第５３

号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この告示の定めるところによ

る。

（定義）

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。

（１）空き家 安来市空き家情報登録制度実施要綱（平成２６年安来市告示第

２７号。以下「実施要綱」という。）第４条第２項の規定により空き家バン

クに登録された空き家をいう。

（２）所有者 空き家に係る所有権又は売買若しくは賃貸を行うことができる権

利を有する者をいう。

（３）入居者 実施要綱第７条第２項の規定により登録された空き家バンク利用

希望者のうち、所有者と空き家の売買契約又は賃貸借契約を締結したもので、

当該空き家に住所を移し、３年以上居住する見込みのあるものをいう。

（補助対象者）

第３条 補助金交付の対象者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。

（１）空き家の入居者で、当該空き家を改修するもの

（２）空き家の所有者で、入居者がいる当該空き家を改修するもの

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者（当該者の同居人

を含む。）は、補助対象者としない。

（１）過去にこの告示による補助金の交付を受けた者

（２）市税の滞納がある者

（３）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第６号に規定する暴力団員である者



（補助対象事業）

第４条 補助金交付の対象となる事業は、次の各号のいずれにも該当するものとす

る。

（１）空き家の改修内容が、住宅の機能向上のために行う修繕、模様替え又は設

備の改善であること。

（２）空き家の改修は、売買契約又は賃貸借契約の締結日から起算して１年以内

に行うものであること。

（３）空き家の改修に要する経費から国、県又は市の他の補助制度による補助金

等の額を控除した額（以下「補助対象経費」という。）が、２０万円以上で

あること。

（４）補助金の交付を申請した日の属する年度内に事業の完了が見込まれるもの

であること。

（５）過去にこの告示による補助金の交付を受けた空き家に係る改修でないこと。

（補助金の額）

第５条 補助金の額は、補助対象経費の２分の１以内の額（当該額に１，０００円

未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）とする。ただし、限度額は

１００万円とし、予算の範囲内で交付するものとする。

（交付申請）

第６条 補助金の交付を受けようとする者は、空き家改修事業補助金交付申請書（様

式第１号）に次に掲げる書類を添付して市長に提出しなければならない。

（１）空き家の売買契約書又は賃貸借契約書の写し

（２）改修工事設計図

（３）改修工事見積書

（４）改修工事を行う予定箇所の写真

（５）賃借人にあっては、改修工事に係る空き家の所有者の承諾書の写し

（６）入居者にあっては、世帯全員の住民票の写し

（７）市税の滞納がない旨を証明する書類

（８）その他市長が必要と認める書類

（変更交付申請等）

第７条 規則第１０条第１項の規定による申請は、空き家改修事業補助金変更・中

止（廃止）申請書（様式第２号）によるものとし、次に掲げる書類を添付して市



長に提出しなければならない。

（１）改修工事設計図

（２）改修工事見積書

（３）その他市長が必要と認める書類

（実績報告）

第８条 補助金交付の決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、事業が

完了（補助金交付の決定を受けて改修を行った空き家（以下「対象住宅」という。）

に住所を移し入居することをいう。）したときは、その日（以下「事業完了日」

という。）から３０日を経過する日又は当該年度の末日のいずれか早い日までに

空き家改修事業完了報告書（様式第３号）に次に掲げる書類を添付して市長に提

出しなければならない。

（１）改修工事に係る領収書又は請求書の写し

（２）改修工事を行った箇所の写真

（３）入居者にあっては、世帯全員の対象住宅の住所における住民票の写し

（４）その他市長が必要と認める書類

（活用状況報告等）

第９条 補助事業者は、事業完了日の属する月から３年間、毎年の対象住宅の活用

状況を、当該年度の末日までに空き家改修事業活用状況報告書（様式第４号）に

次に掲げる書類を添付して市長に報告しなければならない。

（１）入居者にあっては、世帯全員の住民票の写し

（２）その他市長が必要と認める書類

（交付決定の取消し等）

第１０条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金交

付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。

（１）対象住宅を事業完了日から３年以内で取り壊し、又は売却したとき。

（２）対象住宅に入居している全ての者が、事業完了日から３年以内で転出し、

又は転居したとき（対象住宅を空き家バンクに登録する場合を除く。）。

（３）偽りその他不正の手段により補助金交付の決定又は交付を受けたとき。

（４）補助金交付の決定の内容、これに付した条件若しくは法令又はこの告示に

違反したとき。

（書類の保存）



第１１条 補助事業者は、補助金の収支状況を明らかにした帳簿を備え、当該帳簿

及び証拠書類を事業完了日から５年間整備保存しなければならない。

（その他）

第１２条 この告示に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。

附 則

１ この告示は、令和４年４月１日から施行する。

２ この告示は、令和７年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、第９条、第

１０条及び第１１条の規定は、この告示の失効後も、なおその効力を有する。


